
西宮市民間保育所等賃借料補助事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

 第１条 この要綱は、土地又は建物（以下「土地等」という。）を有料で借り受け、又は有

料で使用して西宮市内に保育所等を新たに設置する場合に、当該土地等の借り上げ等に係

る経費を対象に補助金を交付することにより、保育所等の開設を促進することを目的とす

る。  

 

（定義） 

第２条 この要綱において、保育所等とは、児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第３

５条第４項に規定する認可を受けて設置する同法第３９条第１項に規定する保育所及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号）第１７条第１項に規定する認可を受けて設置する同法第２条第７項に規定する幼

保連携型認定こども園をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条で

定める利用定員（同法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもを除く）４５人

以上の保育所等（分園を含む。）を平成３０年４月１日から令和８年３月３１日までに西

宮市内で新たに設置する者のうち、当該保育所等の用に供するための土地等を有料で借り

受け、又は有料で使用する者とする。 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下、「補助対象経費」という）は、当該保育所等の用に

供するため借り受けた土地等の賃借料、共益費、管理費、使用料等とする。 

２ 前項の規定に関わらず、国、都道府県、西宮市以外の市町村又は西宮市の他の補助金

等の交付を受ける場合は、当該補助金について補助対象経費から除く。ただし、特定教

育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型保育、特定利

用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（以下、「基準」とい

う）第１条第５１号に掲げる賃借料加算の対象となる場合は、別表の定めるところによ

る。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は別表に定めるところによる。補助金の額に１円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てる。 

 

（交付の申請等） 

第６条 補助金の交付に係る申請等、必要な手続き等については、補助金等の取扱いに関

する規則（昭和５８年西宮市規則第８１号。以下「補助金規則」という。）の規定による。 

２ 前項の手続きによる申請、変更及び実績報告には、補助金規則に定める書類のほか、



市長が必要と認める書類を添えなければならない。 

（交付の時期） 

第７条 補助金等は、市長が必要と認めたときは、その全部又は一部を概算により交付す

ることができる。 

 

（帳簿等の整備及び保存） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた補助対象者は、当該補助事業に係る収入及び支出に

関する帳簿並びに収入及び支出を証する書類を整備し、補助事業完了後５年間保存しなけ

ればならない。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

付 則 

１．この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

２．この要綱は、西宮市補助金制度に関する指針に基づき、３年以内ごとに見直しを行う

ものとする。 

 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 別表 

補助対象者 補助期間 補助金額 

市の所有する土地等を、

当該保育所等の用に供す

るために有料で借り受

け、又は有料で使用する

者 

当該保育所等の設置年月

日から廃止までの期間及

び廃止後、当該土地等の原

状回復に要する期間 

補助対象経費の全額 

市以外の所有する土地等

を、当該保育所等の用に

供するために借り受ける

者 

当該保育所等の設置年月

日から起算して５年を限

度とする。ただし、当該保

育所等の設置年月日が各

年度の４月２日以降の場

合は、設置年月日から起算

して４年が経過する日が

属する年度の３月３１日

までの期間 

補助対象経費の月額５０万

円を超えて１００万円以下

の部分に１０分の９を乗じ

て得た金額。ただし、基準第

１条第５１号に掲げる賃借

料加算の対象となる場合、補

助金額は、賃借料加算を差し

引いた額 

 別表において、新たに分園を設置又は廃止する場合は「設置」を「分園設置にかかる認

可事項の変更」、「廃止」を「分園廃止にかかる認可事項の変更」と読み替える。 


